
資料２－１

平成３０年第３回定例道議会における主な議論

１ 国の責任

（１） 鉄道の役割

○ 広域分散型の本道における持続的な交通・物流ネットワークを確保するための

鉄路の役割に改めて着目すべきであり、国家的見地から議論・解決すべき問題

○ 今回見直し対象の線区の多くが我が国の鉄道網の骨格をなす路線。国は、我が

国の今後の鉄道網や交通ネットワークのあり方が根本から問われていると認識す

べき

（２）地域負担の考え方

○ 国が示したＪＲ北海道への支援策については、地域負担の根拠や、国の支援額

４００億円の内訳のほか、財政措置が不明瞭なことから、地域協議会での議論が

進まない

（３） 検証のあり方

○ ２年間の集中改革期間で、国は今後の方向を決定づけようとしているように思

われる。今後二年間の取り組みで、国は何を求め、評価はどう行われていくのか、

道と市町村の声を、どう反映させていくのか疑問

○ 検証のあり方については、震災によるインバウンドを中心とした観光客の大幅

減を直視すれば単純な指標設定というのも難しい。

２ ＪＲの経営見通し

○ 輸送密度の低い路線の関係者や沿線住民だけが、大きな負担を強いられるのであ

れば、生活する地域によって著しい不均衡、格差を生じさせることになりかねず、

多くの道民からの理解は得られない

○ 震災の復旧にかかる費用や乗客の減少による収益の悪化によって、ＪＲ北海道の

当初の経営見通しが、更に悪化することだけは決してあってはならない

３ その他

（１）震災関連

○ 今回の震災では、物流面で重要な役割を果たす室蘭線や石勝線などで特に被害

が大きかったが、これらの路線は、道東から本州方面に、玉ねぎやじゃがいもな

ど北海道が誇る一次産品を貨物列車で輸送する重要な路線

（２）利用促進

○ 利用促進策は、本道全体で取り組むべき課題。道が中心となって道内全市町村

が関われるような推進体制を構築して、利用促進のためのキャンペーンなどを実

施すべき


